
１ 課の運営方針

２ 担当（係）の使命（果たす役割）

令和元年度 課の運営方針書
地域振興部　地域づくり推進課

【課の使命】（課が果たす役割）
１．持続可能で暮らしやすい地域づくりを推進するため、市民自らが「公共」の担い手となる「新しい公共」の取組みの拡大を図るとともに、市民センターを拠
点にした住民の主体的かつ総合的な地域づくりを推進し、市民と共に地域の価値を創出する「共創の地域づくり」の実現を図ります。
２ ．中山間地域において、安心な暮らしや活力ある持続可能な地域の実現に向けて、住民の主体的かつ総合的な地域づくりを支援するとともに、交通ネッ
トワークの構築や暮らしを支え続けられる地域運営の仕組みづくりを関係部署や地域と共に進めます。
３．本市への移住の動機づけを図るとともに、移住者の受け入れ体制を強化することにより、中山間地域への移住を促進します。
【課の目標】（令和元年度の課の目標を記載し、重点的に取り組む事項とその概要について優先順に5つ程度明記）
１．市民力を発揮する新たな地域づくり事業の形成(暮らしを支える「新しい公共」を創る)
　多様な団体が連携し新しい価値を創出する「共創プロジェクト事業」を推進し、地域の課題解決や魅力拡大を図るとともに、新たな地域づくりの担い手の育
成・確保につなげます。
　地域づくりを推進するアクションプラン「地域づくり推進計画」について共創プロジェクト事業や夢プランの成果・課題を踏まえ次期計画を策定します。
２．地域力で創り支え合う地区コミュニティの形成(持続可能な「地域づくりの基盤」を創る)
　市民センターを拠点に地域づくりの機運の醸成や地域の夢プラン(地域の将来ビジョン)の策定、その実践活動を支援するとともに、都市部においても地域
の意向を踏まえながら地域団体による指定管理を推進します。
　長穂地区および遠石地区の市民センターについて2020年度の供用開始を目指し整備を進めます。
３．中山間地域の持続可能な生活圏づくりの推進
　須々万地区を中心とした徳山北部地区の生活圏の形成に向けて、交通ネットワークの構築や地域同士の連携による地域づくり事業を推進します。
　鹿野地区では夢プランの策定と、その実践活動を持続・発展的に取り組める新しい地域運営の体制づくりを地域と共に進めます。
　須金地区の地域づくりを支援するため地域おこし協力隊を配置します。　大津島地区では移動販売や移住・交流の促進に向けた地域の主体的な取組み
を支援するとともに、地域運営の体制づくりを推進します。
４．移住を受け入れる体制の強化
　里の案内人と連携した空き家の掘り起しの強化をはじめ、空き家等を活用した移住者の受入体制を整備するとともに、就農や起業の支援を行うなど、居住
から雇用まで連携した移住を促進します。
５．都市と農山漁村の交流の促進
　農山漁村の地域資源を生かしてホームステイを取り入れた体験型教育旅行や体験活動を地域・関係団体と連携して受け入れます。
【働き方改革による業務改善等の取組み】
◎業務の進捗状況を職員全員で把握し、特定の個人の業務量が過大にならないよう、業務の平準化や担当間の相互支援を図ります。

（地域づくり支援担当）
　共創プロジェクトを通じて新たな地域づくり事業の創出を図るとともに、地域の夢プランの取組みを市民センターと連携して支援します。
（市民センター担当）
　地域づくりの拠点となる市民センターを適切に管理運営するととともに、老朽化等が進む施設については計画的に更新します。
　地域づくりの持続・発展に向けて、地域団体が指定管理者として市民センターの管理・運営が行えるよう支援します。
（移住推進担当）
　大都市圏での移住フェアやＷｅｂ等を有効活用して本市の魅力を発信するとともに、移住に不可欠な住居の確保、起業等の支援、相談体制の強化を図ります。
（中山間地域振興室）
　中山間地域の住民一人ひとりが安心して暮らし続けられるよう、人口減少や少子高齢化が進行する中でも、活力を維持・創出し続ける持続可能な地域づくりを推進します。
　須金地区において、地域おこし協力隊を配置するため、そのミッションや募集方法等を見直し再募集します。
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３ 課の経営資源

（１） 課の体制

人 うち 人 ・ 人 千円 千円

（２） 事業規模 ※H29職員平均給与（ 千円）ベース ※予算計上額

千円 千円 （正職員人件費を除く） 事業

４ 課の中期目標 （優先順）　第２次周南市まちづくり総合計画・前期基本計画に掲げられた基本施策を実現するための推進施策

３　地域づくり
１　地域コミュニティの活性化
（１）　住民主体の地域づくりの促進

多様な主体同士の対話による地域づくりを促進します。
市民センターを拠点に、地域の特性に応じた住民の自主的・主体的な地域づくりを促進します。
【令和元年度最終目標値：地域づくり支援アドバイザーの派遣地区数（主体的に話し合いの場を
創出し、地域づくり活動を展開した地区数）５地区】

4

6

5

３　地域づくり
２　中山間地域の「地域づくり」の促進
（３）　新たな地域の拠点づくりの推進

地域が主体的に活動を展開できる拠点施設をつくり、その運営を地域自らがおこなうことにより、
持続可能な地域づくりを実現します。

担当予算事業数 19

実現したい成果　（最終目標）推進施策

職員数 正職員
臨時

嘱託職員
正職員 116,783

歳入予算額 172,673 歳出予算額

47,87648.55 15.85 32.7 人件費
臨時

嘱託職員
7,368

目標

524,303
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３　地域づくり
１　地域コミュニティの活性化
（３）　自治会組織の充実

自治会集会所等の整備に対する財政支援を行うほか、自治会未加入世帯の加入促進策等につ
いて「周南市自治会連合会」と連携して取り組みを進めます。
【令和元年度最終目標値：自治会加入率（自治会加入世帯数／全世帯数）８０．０％】

３　地域づくり
２　中山間地域の「地域づくり」の促進
（４）　ＵＪＩターンの促進

地域ぐるみで移住者を受入れる取組みに加え、住居の支援や起業支援等により、新たな地域の
担い手となる移住者の受入が実現するとともに、地域の活力を高めます。
【令和元年度最終目標値：里の案内人等を通じて中山間地域へ移住した世帯累計３６世帯】
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３　地域づくり
２　中山間地域の「地域づくり」の促進
（１）　地域の夢プランづくりの促進

地域の夢プランの策定について、市民センター等と連携して地域コミュニティ組織等が主体的に
取り組む機運を醸成するとともに、その実現に向け総合的な地域づくりに取り組める体制を確立
します。【令和元年度最終目標値：「地域の夢プラン」の策定数（策定地域団体数）１４団体】
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３　地域づくり
２　中山間地域の「地域づくり」の促進
（２）　地域の夢プランの実践活動の促進

地域コミュニティ組織等が身近な暮らしを守る活動や地域資源を活用した経済循環を生み出す
活動を持続的に取り組み、暮らし続けられる地域を実現します。【令和元年度最終目標値：「地域
の夢プラン」に基づくハード事業の実施件数（国・県・市の補助事業を活用して地域が整備した施
設等の件数。平成１９年度以降の累計）７件】
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目標 推進施策 実現したい成果　（最終目標）

7
３　地域づくり
１　地域コミュニティの活性化
（４）　地域づくり推進体制の整備

地域づくりに関する人材育成を充実させ、課題解決に向けた地域住民の発意や行動に寄り添い
ながら、支援できる職員等を育成します。地域づくりに関する情報の共有をはじめ、組織横断的
な連携を進めます。
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３　地域づくり
１　地域コミュニティの活性化
（２）　中核的人材の育成

地区コミュニティ推進組織をはじめ、さまざまな市民活動団体が主体的に、かつ継続して運営を
行っていくため団体運営を担う中核的人材の育成を図ります。
【令和元年度最終目標値：市民活動関連講座等の参加者数（年間延べ人数）　１５０人】

8
７　産業・観光
１０　観光・コンベンション等による交流の推進
（４）　都市農山漁村交流の推進

中山間地域ならではの文化・歴史・暮らしといった地域資源を生かし、体験型教育旅行等の受入
れをはじめとする都市と農山漁村との交流の拡大を図り、活力あふれる地域を実現します。【令
和元年度最終目標値：体験型教育旅行の受入件数（体験型教育旅行で本市を訪れた学校等の
数）５団体】
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３　地域づくり
３　市民活動の促進
（３）　活動資源に関する支援の充実

市民活動支援センターにおいて「ふるさと振興財団」との連携により市民活動に必要となる資金
や人材・活動場所等に関する情報を収集し、発信します。また、市民団体が抱えるさまざまな課
題の解決に向け、きめ細やかな相談対応を図ります。
【令和元年度最終目標値：相談件数に占める解決に向けた対応が図られた割合。（相談者によ
る評価）１００％】
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９　行政経営
１　市政に参画できる仕組みの充実
（３）　市民参画機会の拡充
（４）　市民参画評価システムの充実
（５）　市民参画に係る人材養成

市民一人ひとりが市政に参画できる環境づくりに向けて、多様な市民参画の方法の設定や実施
時期の工夫に努めるとともに、市民参画の実施状況について第三者機関による審議・評価を受
け、結果を公表するシステムの充実を図ります。
市民参画の視点を持ち、市民の意見・提言を市の取組みに展開できる職員の育成や市民から多
様な意見を引き出し、円滑に会議の進行ができるファシリテーターを育成します。
【令和元年度最終目標値：市民参画関連講座等の参加者数　２６０人】

12
３　地域づくり
３　市民活動の促進
（１）　市民活動支援センターの機能強化

市民活動を身近に感じ、興味関心をもち、活動への参加に結び付けるとともに、高い専門性に対
するニーズにも対応できるよう市民活動支援センターの機能の強化を図ります。
【令和元年度最終目標値：市民活動関連講座等の参加者数（年間延べ人数）　　１５０人】
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３　地域づくり
３　市民活動の促進
（２）　市民活動の普及啓発

市民活動の意義やさなざまな市民活動団体の活動内容について情報を発信し、多くの市民や企
業等の市民活動への関心を高めます。
【令和元年度最終目標値：市民活動グループバンクの登録団体数　３２０団体】


